
 

 

 

 

令和元年度 

高浜町人事行政の運営等の公表 

 

 

 

 

高浜町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成２１年高浜町条

例第４号）第５条の規定に基づき、令和元年度高浜町人事行政の運営等の状

況について、次のとおり公表します。 

※ 一部、令和２年４月１日現在の状況を公表しています。 



 
 

- 1 -  

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

(1) 部門別職員数の状況 

令和元年度及び令和２年４月１日現在の部門別職員数の状況は、次の表のとおりです。 

区分 職員数 
増減 主な増減理由 

部門 令 和元年度 令和 2 年度 

一
般
行
政
部
門 

議会 ３ ３ －  

総務・企画 ３６ ３５ △１ 退職者の不補充 

税務 ９ ９ －  

民生 ４８ ４７ △１ 退職者の不補充 

衛生 １８ １７ △１ 退職者の不補充 

労働 － － －  

農林水産 ８ ９ １ 異動による業務変更 

商工 ７ ８ １ 異動による業務変更 

土木 １４ １４ －  

小計 １４３ １４２ －△１  

特
別
行
政
部
門 

教育 ３３ ３１ △２ 技能労務職退職者の不補充 

消防 － － －  

小計 ３３ ３１ △２  

公
営
企
業
部
門 

病院 ３ ３ －  

水道 ５ ５ －  

下水道 ７ ６ △１ 退職者の不補充 

その他 ８ ８ －  

小計 ２３ ２２ △１  

合計 １９９ １９５ －  
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(2) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

  令和２年４月１日現在の定員適正化計画の数値目標及び進捗状況は、次のとおりです。 

区分 区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 令和 2 年度

職員数 
当初計画 196 201 204 205 202 199 

実績 197 199 201 205 199 195 

削減数 
当初計画 △1 △3 △3 1 △3 △3 

実績 0 △6 0 4 △6 △4 

 

(3) 令和元年度職員採用候補者試験の実施状況 

   令和元年度の職員採用候補者試験の実施は、次のとおりです。 

  ア 試験日程等 

種
類 試験区分 公告日 

申 込 

受付期間 

試験日 最終合格 

発表日 第１次試験 第２次試験 第 3 次試験

新
規
採
用 

事 務 

R1.7.1 

R1.7.18 

 ～ 

R1.8.8 

R1.9.22 R1.10.20 R1.11.2 R1.11.14 

保育士 

土 木 

建 築 

社
会
人
採
用 

事 務 
R1.12.27 

R1.12.27  

 ～ 

R2. 1.15 
R2.1.25 R2.2.8 － R2.2.12 土 木 

理学療法士 R1.12.20 

R1.12.23  

 ～ 

R2. 1.15 
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イ 申込者数、受験者数、合格者数及び競争倍率 

種
類 

試験区分 
採用 
予定

数 

申込

者数 

１次試験 ２次試験 ３次試験 

競争倍率 受 験

者数 

合 格

者数 

受 験

者数 

合 格

者数 

受 験

者数 

合 格

者数 

 

高

校

卒

業

程

度 

事 務 5 9 7 7 7 7 7 4 1.75 

保育士 1 3 3 3 3 3 2 2 1.5 

土 木 1 0 ― ― ― ― ― ― ― 

建 築 1 0 ― ― ― ― ― ― ― 

計 8 12 10 10 10 10 9 6 1.67 

 

 

種
類 試験区分 

採用 
予定数 

申込者

数 

１次試験 ２次試験 競争倍

率 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 

社

会

人

採

用 

事 務 1 1 1 1 1 1 1.0 

土 木 1 0 ― ― ― ― ― 

理学療法士 1 1 1 1 1 1 1.0 

計 3 2 2 2 2 2 1.0 
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２ 職員の人事評価の状況 

 

職員の人事評価は、公正に行われなければならない。任命権者は、人事評価を任用、

給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとするとされています。（法第２

３条） 

   人事評価は、能力主義及び成績主義を実現するための手段であり、各任命権者におい

ては、こうした観点から、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価し、その結果を配置

換えや昇給、昇格等の人事管理に活用することで、公務の能率的な運営を図っています。 

   本町では、「職員の人事評価に関する内規」（平成 28 年）「人事評価実施要領」（平成

22 年）に基づき次のとおり評定を行っています。 

 

認定基準日 4 月 1日 10 月 1 日 

評定期間 前年 10 月 1 日～3 月 31 日 4月 1 日 ～ 9 月 30 日 

評価（評語） 5 区分（A・B・C・D・E） 
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３ 職員の給与の状況 

 

(1) 人件費の状況 

令和元年度の普通会計決算における人件費の状況は、次の表のとおりです。 

区分 

住民基本台帳人口 

(R2.3.31 現在) 

歳出額 

(A) 

実質収支 人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A) 

平成 30年度 

人件費

率 

令 和 元 年 度 
人 

10,277 

千円 

10,579,178 

千円 

443,982 

千円 

1,301,775 

％ 

12.3 

％ 

12.1 

（注）人件費には、特別職職員に支給される給料、報酬等を含みます。 

 

(2) 職員給与費の状況 

令和元年度の普通会計決算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。 

区分 
職 員 数 

(A) 

給 与 費 １人当たり 

給与費 

(B/A) 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B) 

令 和 元 年 度 
人 

179 

千円 

535,900 

千円 

81,103 

千円 

217,429 

千円 

834,432 

千円 

4,662 

（注）１ 職員手当には、退職手当を含みません。  

 

(3) 職員（一般行政職）の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

   令和２年４月１日現在における職員（一般行政職）の平均年齢、平均給料月額及び平

均給与月額の状況は、次の表のとおりです。 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

高浜町 ４０．２歳 ２９０，６００円 ３１６，０８５円 

福井県 ４２．５歳 ３２６，６００円 ３９２，１６８円 

（注） 給与月額は、給料月額に職員手当の額を加えたものです。 

 

(4) 職員の初任給の状況 

   令和２年４月１日現在における職員の初任給の状況は、次の表のとおりです。 

区  分 高浜町 福井県 国 

一般 

行政職 

大学卒 171,700 円 188,700 円 182,200 円 

高校卒 150,600 円 154,900 円 150,600 円 

 

 

(5) 職員の経験年数別及び学歴別の平均給料月額の状況 
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   令和２年４月１日現在における職員の経験年数別及び学歴別の平均給料月額の状況は、

次の表のとおりです。 

区 分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一般 

行政職 

大学卒 282,300 円 292,900 円 330,000 円 

高校卒 215,400 円 248,900 円 289,000 円 

         ※区分に該当する職員がいない場合は前後の区分から換算したものとしています。 

 

(6) 職員（一般行政職）の級別職員数の状況 

   令和２年４月１日現在における職員（一般行政職）の級別職員数の状況は、次の表の

とおりです。 

区 分 代表的な職名 職 員 構 成 

１ 級 主事、主事補 ３２人 26.0％ 

２ 級 主事 ２３人 18.7％ 

３ 級 主査 ３０人 24.4％ 

４ 級 課長補佐 １５人 12.2％ 

５ 級 課長補佐 １３人 10.6％ 

６ 級 課長 １０人 8.1％ 

（注）  
・高浜町職員の給与に関する条例（平成１８年高浜町条例第２２号。以下「給与条例」という。）に基づ

く給料表の等級区分による職員数です。 
・平成１８年度から８級制を６級制に変更しています。 

  ・平成２３年度から職名が変更しています。   
 

 

(7) 職員手当の状況（全会計） 

ア 期末手当・勤勉手当 

令和２年４月１日現在における期末手当・勤勉手当の状況は、次の表のとおりです。 

高浜町 福 井 県 国 

１人当たり平均支給額 

（令和元年度）1,373 千円 

１人当たりの平均支給額 

（令和元年度）1,632 千円 － 

（令和元年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

2.60 月分    1.90 月分 

(1.45)月分   (0.90)月分 

（令和元年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

特定幹部職員 

2.20 月分   2.30 月分 

特定幹部職員以外 

2.60 月分    1.90 月分 

(1.45)月分   (0.90)月分 

（令和元年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

特定幹部職員 

2.20 月分   2.30 月分 

特定幹部職員以外 

2.60 月分   1.90 月分 

(1.45)月分    (0.90)月分 
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（加算措置の状況） 

職政上の段階、職務の級等

による加算措置 

・役職加算  5～15％ 

（加算措置の状況） 

職政上の段階、職務の級等

による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職政上の段階、職務の級等

による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

（注）括弧内は再任用職員に係る支給割合です 

 

イ 退職手当 

令和２年４月１日現在における退職手当の状況は、次の表のとおりです。 

高浜町 国 

（支給率)    自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   19.6695月分   24.586875月分 

勤続２５年   28.0395月分   33.27075月分 

勤続３５年   39.7575月分   47.709月分 

最高限度額   47.709月分    47.709月分 

 

その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

 

１人当たり平均支給額 

                 ８，０７６千円 

（支給率)    自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   19.6695月分   24.586875月分 

勤続２５年   28.0395月分   33.27075月分 

勤続３５年   39.7575月分   47.709月分 

最高限度額   47.709月分    47.709月分 

 

その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

 
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

   

ウ 地域手当 
    令和２年４月１日現在における地域手当の状況は、次の表のとおりです。 

支給実績（令和元年度決算） ４５８千円 

支給職員 1人当たり平均支給額（令和元年度決算） ４５８，３０４円 

支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度 

大阪市 １６％ １人 １６％ 
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エ 特殊勤務手当 

令和２年４月１日現在における特殊勤務手当の状況は、次の表のとおりです。 

支給実績（令和元年度決算） ９５千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） １２千円 

職員全体に占める手当て支給職員の割合（令和２年度） ４．０% 

 

オ 時間外勤務手当 

令和２年４月１日現在における時間外勤務手当の状況は、次の表のとおりです。 

令和元年度決算 
支給総額                ４１，３０４ 千円 

職員１人当たり平均支給年額       ２８９千円 
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カ その他の手当 

令和２年４月１日現在におけるその他の手当の状況は、次の表のとおりです。 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度との

異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和元年度

決算) 

支給職員１人

当たり平均支

給年額(令和

元年度決算) 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

・配偶者      6,500円 

・満22歳年度末までの子 

        10,000円 

※満16歳年度初めから満22

歳年度末までの子１人につ

き、5,000円を加算 

・その他扶養親族 

             6,500円 

 

同じ  19,061千円 144,402円 

住居手当 

世帯主である職員に支給 

・借家に係る16,000 円を超

える家賃の額に応じて 

  最高 月額   28,000円 

同じ  5,040千円 280,028円 

通勤手当 

通勤距離２km.以上で距離に

応じて月額 2,000円から 

55,000円 

同じ  8,524千円 51,043円 

宿日直 

手当 

宿日直勤務を行う職員に支

給   １日 4,400円 
同じ  4,325千円 38,964円 

管理職 

手 当 

管理・監督の地位にある職員

に支給 

・総務課長、総合政策課長、

産業振興課長、建設整備課

長、保健福祉課長 

  6級     51,900円 

・上記以外の課長 

6級     41,600円 

・課長補佐、課長心得、所長 

  5級     29,600円 

・保育所長（内浦保育所除） 

4級     29,600円 

・課長補佐及び保育所長 

  4級     22,000円 

・所長補佐 

  4級     18,500円 

異 

分 類 さ れ

る 職 が 異

なる。 

 

17,791千円 363,086円 

管理職員 

特別勤務 

手当 

管理・監督の地位にある職員

が週休日又は休日等に勤務

した場合に支給 

（１勤務につき） 

・3,000円～8,000円 

（6時間を超える場合） 

100分の150を乗じた額ただ

し、1勤務につき12,000円を

限度 

異 

・分類される

職が異なる。 

 

216千円 11,342千円 
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(8) 特別職の給料、報酬等の状況 

  令和２年４月１日現在における特別職の給料、報酬等の状況は、次の表のとおりです。 

区分 給料月額等 

給
料 

町 長 

副町長 

教育長 

８５０，０００円 

６７０，０００円 

５６０，０００円 

報
酬 

議 長 

副議長 

議 員 

３００，０００円 

２４５，０００円 

２３５，０００円 

期
末
手
当 

町 長 

副町長 

教育長 

(令和元年度支給割合) 

３．４月 

議 長 

副議長 

議 員 

(令和元年度支給割合) 

３．２月 

退
職
手
当 

 

町 長 

副町長 

教育長 

(算定方式)         (支給時期) 

給料額×在職月数×0.45      任期毎 

給料額円×在職月数×0.27     任期毎 

給料額円×在職月数×0.18     任期毎 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

(1) 勤務時間等の状況 

令和元年度の職員の勤務時間は、原則として次の表のとおりです。 

勤務時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

休憩時間 午後零時から午後１時まで 

（注） 公務の運営上の事情により異なる勤務形態の場合があります。 

 

(2) 主な休暇及び休業制度の状況 

令和元年度の職員の主な休暇、休業制度の状況は、次の表のとおりです。 

区 分 期 間 取得状況 

年次休暇 １年当たり２０日 取得日数  平均 １０．９日 

病気休暇 ９０日以内 取得者      ７人 

介護休暇 
配偶者、父母、子等を介護する必要があ

る場合 連続する６月の期間内において

必要と認める期間 
取得者      ０人 

育児休業 最長で子が３歳に達するまでの期間 取得者     １１人 

 
（注）１ 職員の休暇等については、高浜町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年高浜町条例第

１３号）及び高浜町職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則（平成６年高浜町規則第１１号）

で定められています。 
   ２ 年次休暇及び夏季休暇については、１年単位で付与されるため、平成３１年１月１日から令和元

年１２月３１日までの取得状況を記載しています。 
   ３ 病気休暇、介護休暇及び育児休業の取得者は、令和元年度中に休暇等を開始した者の人数を記載

しています。 
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５ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

 

(1) 分限処分の状況 

    令和元年度の分限処分の状況は、次の表のとおりです。 

降 任 免 職 休 職 降格降給 合 計 

０人 ０人 １人 ０人 １人 
 
（注）１ 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の観点から、職員がその職責を十

分に果たすことができない場合に行う処分のことをいいます。 
    ２ 令和元年度中に分限処分を受けた職員数を記載してあります。 

 

 

(2) 懲戒処分の状況 

    令和元年度の懲戒処分の状況は、次の表のとおりです。 

戒 告 減 給 停 職 免 職 

０人 ０人 ０人 ０人 
 
（注）１ 懲戒処分とは、職務上の義務違反等公務員としてふさわしくない非行がある場合に行う処分の

ことをいいます。 
    ２ 令和元年度中に懲戒処分を受けた職員数を記載してあります。 
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６ 職員の服務の状況 

  職員の服務については、その根本基準として「すべて職員は、全体の奉仕者として公共

の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなけれ

ばならない。」とされています（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」と

いう。）第３０条）。 

  さらに、次に掲げる義務、禁止及び制限事項が定められています。 

 (1) 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条） 

 (2) 信用失墜行為の禁止（法第３３条） 

 (3) 秘密を守る義務（法第３４条） 

 (4) 職務に専念する義務（法第３５条） 

 (5) 政治的行為の制限（法第３６条） 

 (6) 争議行為等の禁止（法第３７条） 

 (7) 営利企業等の従事制限（法第３８条） 

 

 服務規律確保の取組みの状況 

  服務規律の確保については、会議及び研修の機会を通じて、又は選挙前、年末年始等の 

機会を捉えて、通知文等により職員に周知徹底を図っています。 
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７ 職員の退職管理の状況 

 

 平成２８年４月１日に施行された改正地方公務員法及び高浜町職員の退職管理に関する規

則（平成 28 年高浜町規則第 11 号）に基づき、再就職者による職員の働きかけの規制を行っ

ています。 

 なお、これらの規制等は、施行日以前に退職した元職員にも適用されます。 

 

〈職員への働きかけの規制〉 

 再就職した元職員による現職職員への働きかけ（再就職先と町との間の契約、処分等に関

する要求や依頼）は、退職後２年間禁止されています。（法第３８条の２） 

 なお、規制対象及び禁止行為は下表のとおりです。 

規制対象 禁止行為 

全ての再就職者 離職前５年間の職務に関する働きかけ 

課長級又は会計管理者の職に就いて

いた再就職者 

離職前５年より前に課長級又は会計管理者の職に就

いていたときの職務に関する働きかけ 
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８ 職員の研修の状況 

 

   職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために研修を受ける機会が与えられなけ

ればならないとされています。令和元年度の職員の研修の状況は、次のとおりです。 

区分 研修名 研修期間（日） 受講者数（人） 

委
託
研
修 

新規採用職員研修（前期） ４ ６ 

新規採用職員研修（中期） ２ ５ 

新規採用職員研修（後期） ３ ５ 

新規採用職員研修（保育士） ３ ２ 

ステップ１研修（２５歳） ２ ５ 

ステップ２研修（３０歳） ２ ４ 

ステップ３研修（３５歳） ２ ０ 

ステップ４研修（４０歳） ２ ６ 

課長補佐研修 ２ ４ 

新任管理職研修 １ ０ 

課長級研修 １ ２ 

パワーアップ研修 

マネジメント力 １ １ 

折衝・交渉力強化 １ ２ 

地方公務員法 １ １ 

クレーム対応 １ ２ 

地方公会計と財務諸表 １ ２ 

その他

研修 
保育士・幼稚園教諭のための保育行政 １ １ 

会計検査実務のポイント １ ２ 

公務員人事の法律問題 １ ２ 

民法改正による自治体業務に対する影響 １ ６ 

法制執務 １ ９ 
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電源立地地域対策交付金研修 １ ４ 

業務改革モデルプロジェクト １ ２ 

選挙事務 １ １ 

電子申請システム操作 １ ２ 

自治体向け原子力研修 １ ２ 

放射線防護 １ ５ 

 固定資産税 １ ２ 

徴収事務管理者研修 １ ２ 

鳥獣害対策コーディネーター育成 ３ ２ 

鳥獣行政担当職員基礎研修 １ １ 

森林整備事業研修 １ １ 

中堅保健師研修 １ １ 

糖尿病性腎症重症化予防研修 １ １ 

在留関連事務担当者研修 １ ２ 

保健事業担当者育成研修 １ １ 

第三者行為損害賠償求償事務研修 １ １ 

住民基本台帳ネットワークシステム担当者研修 １ ２ 

戸籍事務従事職員初級者研修 ２ １ 

国民健康保険担当職員新任者研修 １ １ 

隣保館担当者研修 ２ １ 

動物愛護管理行政担当者研修 １ １ 

要保護児童対策地域調整機関担当者研修 ２ ２ 

行政栄養士研修 １ １ 

包括的な相談支援対応力向上研修 ３ １ 

生活支援コーディネーター養成研修 １ １ 
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保育カウンセラー研修 １ ２ 

介護サービス苦情処理担当者研修 １ １ 

地域包括・在宅介護支援センター協議会職員研修 １ １ 

介護給付適正化研修 １ １ 

子どもの権利擁護を考える研修 ２ ２ 

インセンティブ活用研修 １ １ 

母子保健事業研修 １ ２ 

障害者相談員研修 １ ２ 

市町幼児教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ養成研修 ４ ３ 

在宅医療における診療報酬に関する研修 １ ２ 

保健師研修会 ２ １ 

災害時対応力強化研修 １ １ 

介護支援専門員実務研修 １７ ４ 

食育推進研修 ３ １ 

障害者相談員研修 １ ３ 

園内リーダー養成研修 １ １ 

国保ヘルスアップ支援事業 １ ２ 

保育所・認定子ども園保健衛生専門研修 １ ２ 

認定調査員新規研修 １ １ 

難病研修 １ １ 

治水海岸協会研修 １ ２ 

道路メンテナンス研修 １ １ 

用地対策連絡協議会登記研修 １ ２ 

災害復旧事業研修 １ １ 

電子調達システム操作研修 １ １ 
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 用地対策連絡協議会基礎研修 １ ３ 

簡易水道協会合同研修 １ １ 

下水道技術研修 １ ３ 

文化財担当者専門研修 ３ １ 

災害時外国人支援研修 １ １ 

学校給食調理従事員研修 １ ２ 

（注）１ 独自研修とは、高浜町で独自に実施した研修です。委託研修は福井県自治研修所に委託して実施した研修を 

いいます。その他研修とは上記以外の機関等が開催した研修です。 

   ２ 派遣研修とは、他の研修機関に職員を派遣して実施する研修をいいます。 

   ３ 自己啓発とは、自己啓発を図るための活動に対し支援を行う研修をいいます。 
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９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1) 職員の健康管理の状況 

  職員の健康の保持増進を目的とした各種健康診断等の厚生事業については、労働安全

衛生法等に基づき実施しておりますが、令和元年度における実施状況は次のとおりです。 

健康診断・検診名 受診者数 令和元年度決算額 

定期健康診断 ２５６人 
３，３４４，３３５円 

人間ドック ３１人 

 

 

(2) 高浜町職員互助会事業の実績状況 

 

  職員の福祉向上と互助共済を目的とした事業については、職員による互助組織である

「高浜町職員互助会」が主に実施することになっていますが、令和元年度における実施

状況は次のとおりです。 

組織の名称 高浜町職員互助会 

組合員数 １９９人 

町補助金 ― 

主な事業 

（公費支出なし 

職員の掛金で運営） 

事業区分 事業内容 参加人数 

福利厚生 
職員交流会 
（新型コロナにより中止） 

― 

互助給付 職員の慶弔、退職者餞別 ２５人 

 

(3) 公務災害発生状況 

   職員が仕事中や通勤途中でけがをしたり、仕事が原因で病気になったりしたときは、 

原則として公務災害として取り扱います。 

   令和元年度の公務災害発生状況は、次のとおりです。 

町長部局 議会事務部局 
教育委員会 
事務部局 

左記以外 計 

２件 ０件 ０件 ０件 ２件 
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１０ 勤務条件に関する措置の要求状況 

  公平委員会において令和元年度に勤務条件に関する措置の要求として取り扱った事案 

はありません。 

 

 

１１ 不利益処分に関する不服甲立ての状況 

  公平委員会において令和元年度に不利益処分に関する不服申立てとして取り扱った事 

案はありません。 


